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119万人118万人118万人117万人115万人112万人109万人105万人108万人

5,000 円5,000 円5,000 円17,250 円17,250 円22,000円67,000 円67,000 円136,833円

10,000 円10,000 円10,000 円42,417円42,417 円49,417 円101,417 円101,417 円171,250 円

児童数
（2006年）

単価（事業費ベース・月額）

単価（公費負担ベース・月額）

女性の就業希望を実現するために必要なサービス量

（新待機児童ゼロ作戦）

【保育所、放課後児童クラブ単価（円）】

(参考） 小３小２小15歳4歳3歳2歳1歳0歳

２０％
１９％

サ
ー

ビ
ス
利
用
率

１３５万人

６５万人 ７０万人

（
現
行

）

４０％

６０％
５６％

    ％：サービス利用率
 人数：サービス利用児童数

就業希望者が就業でき
るためには、3歳未満児
の保育利用率を
20%→38%へ上げる必要

就業希望者が就業でき
るためには、小１～3年生
の放課後児童クラブ利用
率を19%→60%へ上げる
必要

就業希望者が就業できる
ためには、3歳～5歳児の
保育利用率を
40%→56%へ上げる必要

（
潜
在
的
ニ
ー

ズ

）

サービス量の落差
（いわゆる「小1の壁」）

０歳　　　　　　～　　　　　　２歳 ３歳　　　　　～　　　　　５歳 小学校1年　　～　　小学校3年

３８％

○ 現在働いていない幼い子どものいる母親の就業希望を実現するためには、相当量のサービス基盤が必要。
（「新待機児童ゼロ作戦」では、これらの就業希望を実現するための抜本的なサービス基盤の拡充の必要性を提示。）

100万人(※) 145万人(※)

※潜在的ニーズの量は、
現在の児童人口にサー
ビス利用率を乗じたもの
であり、将来の児童数に
より変動があり得る。
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その他の市区町村
（286か所）

※ 特定市区町村の待機児童数は、全待機児童数のうち約8割。
※ 低年齢児の待機児童数は、全待機児童数のうち約７割。

保育所待機児童の現状

【保育所入所待機児童 ２万人 の内訳】

３歳以上児

低年齢児
（0～2歳児）

特定市区町村（84か所）

【保育所待機児童数と保育所定員の推移】

○ 平成20年4月1日現在の待機児童数は1万９,５５０人（５年ぶりに増加）。
○ 過去５年間（H15→20年）で13万人分の保育所定員を整備したが、待機児童数は7千人しか減少していない。

（保育所定員が整備されても、潜在需要の顕在化が続き、待機児童が解消されない状況。）

○ 待機児童が多い地域は固定化（待機児童50人以上の特定市区町村（84市区町村）で待機児童総数の約76％）。

○ 低年齢児（0～2歳）の待機児童数が全体の約76％。

４千人
１１千人

（待機児童全体の

約６割）

１千人４千人

待機児童数と保育所定員の推移

2.5
2.6

2.4
2.3

2.0
1.8

2.0

196

199

203
205

208

211
212

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

185

190

195

200

205

210

215

（万人） （万人）（万人） （万人）

保育所定員
（右目盛）

待機児童数
（左目盛）
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労働市場参加が進まない場合の労働力の推移

6,657

5,584

4,228

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2006年 2030年 2050年

○ 「就業｣と｢結婚や出産・子育て｣の「二者択一構造」が解決されないなど労働市場への参加が進まない場合、日
本の労働力人口は今後大きく減少（特に、2030年以降の減少は急速）。

○ 若者や女性、高齢者の労働市場参加の実現と、希望する結婚や出産・子育ての実現を同時に達成できなけ
れば、中長期的な経済発展を支える労働力確保は困難に。その鍵は仕事と子育ての「二者択一構造」の解決。

労働市場参加が進まず
少子化の流れを変えられない場合
約2,400万人減（現在の3分の2弱）

【今後の労働力の見通し】

（万人）

① ｢結婚・出産｣のために｢就業｣を断念すれば、女性の労働市場参加が実現せず､中期的（～2030年頃）な労働力人口減少の要因となり、
② ｢就業｣のために｢結婚・出産｣を断念すれば、生産年齢人口の急激な縮小により、長期的（2030年頃以降）な労働力確保が困難に。）

この２つの要請を同時に達成する必要 → 「二者択一構造」の解決が不可欠

若者・女性・高
齢者などの労
働市場参加の

実現による
労働力の確保

それに加えて
少子化の流れ

を変えなければ
労働力の確保

は困難

～2030 労働力人口は既に生まれた世代 2030～ これから生まれる世代が労働力化

（注）2030年までの労働力人口は雇用政策研究会報告（平成19年１２月）。ただし、2050年の労働力人口は、2030年以降の性・年齢階級別労働力率が変わらないと仮定
して、平成18年将来推計人口（中位推計）に基づき、厚生労働省社会保障担当参事官室において推計。

労働市場への参加
が進まないケース

労働市場への参加が進むケース6,180
（約600万人増）
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

（％）
その他

契約社員・嘱託

労働者派遣事業所の派遣社員

アルバイト

パート

正規の職員・従業員

出典：総務省統計局「平成１９年労働力調査」（詳細結果）

女性の年齢別にみた雇用形態

女性の年齢別にみた働き方
○ 女性の就業率自体は、25～29歳層をピークに、出産を契機とした退職等によって30~39歳層で下がり、

その後、40～49歳層まで緩やかに上昇（M字カーブ）。
○ ただし、雇用形態としては、20～29歳層は正規職員が主であるが、30歳以降、正規職員の割合は下がり

続け、パートが増加。
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子の年齢別にみた、子を持つ母親として望ましい働き方（従業員調査）

 

7.0

14.8

39.7

57.8

76.5

8.6

16.2

30.6

43.8

51.4

48.4

35.7

18.5

16.2

30.7

41.0

37.2

25.7

7.7

5.9

9.5

7.5

5.3

45.7

31.4

14.5

42.4

34.4

25.0

11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A １歳まで

B １歳半まで

C ３歳まで

D 小学校就学前まで

E 小学校３年生まで

F 小学校卒業まで

G 中学校卒業まで

H 高校卒業まで

I 短大・大学以上

残業のある働き方 残業のない働き方 短時間勤務
在宅勤務（部分在宅も含む） 育児休業 子育てに専念
無回答

全体

n=1553

注：図表を見やすくするために、５．０％未満はデータを表示していない。

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（平成２０年）

○ 育児期の母親が希望する働き方を見ると、１歳～小学校就学までは「短時間勤務」を希望する人が最も多く、
次いで「残業のない働き方」となっている。

育児期の母親が希望する働き方（短時間勤務・残業免除）
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女性の残業実態

（資料）平成15年雇用構造調査（就業形態の多様化に関する総合実態調査 ）

単位（%）

２０時間以上　3.9%

２０時間以上　2.5%

１１～１９時間　7.8%

１１～１９時間　3.2%

７～１０時間　 10.4%

７～１０時間　 6.6%

５～６時間　11.8%

５～６時間　 4.9%

３～４時間　8.3%

３～４時間　6.3%
１～２時間　10.8%

１～２時間　15.9%
残業をした　58.1%

残業をした　34.3%
残業をしていない 56.7%

残業をしていない　35.3%

0 10 20 30 40 50 60

非正社員

正社員

○ 女性の残業実態をみると、「週５～６時間」（≒毎日１時間）以上の残業をしている者が、正社員の約３割、
非正社員でも約２割を占める。

女性雇用労働者の残業時間 （※育児期の女性に限らない）
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女性の夜間の就労と受け皿の状況

1,044
1,184

1,386
1,495

1,587 1,620 1,566

46 49 55 58 64 66 710

1,800

平
成

12
年

度

平
成

13
年

度

平
成

14
年

度

平
成

15
年

度

平
成

16
年

度

平
成

17
年

度

平
成

18
年

度

 ﾍ ゙  ﾋﾞ  ー   ﾎ  ﾃ  ﾙ

夜間保育所

0.6%2.9%

うち交代制勤務でない者うち交代制勤務者
3.6%

女性労働者に占める深夜業従事者の割合

夜間保育所数とベビーホテル数の推移

（箇所数）

○ 深夜（22時～5時）に就労する女性は少数であるが、交代制勤務者を中心に約４％存在する。
○ 受け皿となる夜間保育所の整備は十分進んでいない一方、認可外のベビーホテルは増加傾向にあり、

主に夜間保育されている子どもがベビーホテル入所児童の２割を占めている。

（３０，６４０）（７４５）（２３，７２１）（５，７３４）（４４０）（前年児童数）

２９，５４８（１００%）６６８（２%）２２，２８５（７５%６，３３８（２１%）２５７（１%）児童数（割合）

入所児童総数
保育時間帯が

不明な者
主に昼間に保育

されている者
主に夜間に保育

されている者
２４時間保育

されている者
区分

ベビーホテルの保育時間帯別入所児童数

（資料）平成13年女性雇用管理基本調査

（資料）保育課調べ


